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児童相談所一時保護施設における受入体制強化を図るための整備の 

特例的な取扱いについて 

 

 

 

次世代育成支援対策施設整備交付金の交付については、令和５年４月１日こ

ども家庭庁○○発第○○号こども家庭庁長官通知の別紙「次世代育成支援対策

施設整備交付金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）により行うこととさ

れているが、標記の取扱いに当たっては別紙によることとし、令和５年４月１

日から適用することとしたので通知する。 

なお、令和４年度以前の取扱いについてはなお従前のとおりとする。 

  

  

各        殿 



 

（別紙） 

 

児童相談所一時保護施設における受入体制強化を図るための整備 

 

１．対象事業 

  受入体制強化（要保護児童数の状況等を踏まえ、児童相談所一時保護施設

の新設又は既存施設において定員増を図る必要がある場合等）を図るための

整備事業（創設、大規模修繕、増築、増改築、改築及び拡張）を対象とする。 

 

２．対象施設 

  児童福祉法（昭和 22 年 12 月 12 日法律第 164 号）第 12 条の４に基づく児

童を一時保護する一時保護施設 

 

３．交付基礎点数 

  こども家庭庁長官が必要と認めた点数とする。 

 

４．交付額の上限について 

  下記により算出した交付基礎点数の合計に1,000 円を乗じた額の２倍を交

付額の上限とする。 

 ア 定員１人当たりの交付基礎点数を適用する場合 

   交付要綱の別表２に掲げる定員１人当たりの交付基礎点数に施設の定員

数を乗じて得た交付基礎点数 

 イ １世帯当たり交付基礎点数を適用する場合 

   交付要綱の別表２に掲げる１世帯当たりの交付基礎点数に施設の世帯数

を乗じて得た交付基礎点数 

 ウ １施設当たり交付基礎点数を適用する場合 

   交付要綱の別表２に掲げる１施設当たりの交付基礎点数 

 


